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「内部統制システム基本方針」の一部改訂に関するお知らせ 

（主管部署変更に伴う一部改訂） 

 

当社は、平成 27 年 6 月 15 日の取締役会において、主管部署変更に伴い「内部統制システム基本方

針」の一部改訂を決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 

記 

 

内部統制システム基本方針 

 

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社の業務の適正を確保

するための体制（内部統制）を整備する。 

 

１．取締役及び使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

（１）コンプライアンス委員会 

コンプライアンス担当取締役は、コンプライアンス委員会を組織し、企業の倫理

方針、法令等遵守の基本方針及び遵守基準（コンプライアンス規定）を策定し、こ

れに基づき取締役及び従業員が法令・定款および当社の就業規則等を遵守した行動

をとるための行動規範を定める。 

また、その徹底を図るため、同委員会を中心に、取締役及び使用人に教育等を行

う。これらの活動は、定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。 

（２）ＣＳＲ委員会及びＣＳＲ経営有識者懇談会の設置 

企業の持つ社会的責任の意義を十分認識し、経営方針としてＣＳＲ経営を実践す

るため、ＣＳＲ委員会を設置し、ＣＳＲ倫理綱領を基に、コンプライアンス、労働、

顧客満足、地域社会、環境問題等に対し取り取みを進める。また、外部の意見を取

り入れるためにＣＳＲ経営有識者懇談会を設置し、定期的に取組状況の報告及び意

見交換を行う。 
（３）内部通報制度 

取締役及び使用人の職務執行について、法令上疑義のある事実を知った者は、そ

の役職を問わず、内部通報制度運用規程に従い、内部通報受付機関に直接通報を行

う。コンプライアンス委員会は、内部通報制度の存在の周知に努める。 



（４）内部監査室 

内部監査室は業務執行部門から独立し、各部署の適法性内部監査、ＩＳＭＳ監

査、情報システム監査、情報セキュリティー監査、個人情報保護監査等を行い、各

部門の業務プロセス等を監査し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努める。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１）情報保存管理責任者 

取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき、総務担当の取締役を責任者

として、文書管理・取扱規程に従い、次の各号に定める文書（電磁的記録を含むも

のとする。）を関連資料と共に保存する。 

① 株主総会議事録 

② 取締役会議事録 

③ 計算書類 

④ 稟議書 

⑤ 各委員会議事録  

⑥ その他文書管理・取扱規程に定める文書 

（２）文書取扱規程の改定 

文書管理・取扱規程を改定する場合には、取締役会の承認を得るものとする。 

（３）個人情報保護及び営業秘密管理に関連する規定を整備し、個人情報及び重要な

営業秘密を適切かつ安全に保存、管理する。 

 

３．損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

（１）リスク管理規程 

リスク管理担当取締役は、リスク管理委員会を組織し、リスク管理規程の策定に

あたる。同規程においてリスクを類型化し、具体的なリスク管理体制を整える。 

（２）災害時の危機管理体制 

リスク管理担当取締役は、災害対処マニュアルを作成し、これに従って危機管理

体制を整備する。リスク管理担当取締役は、同マニュアルの周知に努め、災害対策

についての教育を行う。 

 

４．取締役の職務に効率性の確保が図られるための体制 

取締役会(または代表取締役）は、取締役の職務分担や各部門の職務分掌･権限の

付与を決定するに当たっては、間接部門の肥大化、管理部門の重複、権限の錯綜等、

著しく効率性を害するものとならないよう留意して決定する。 

 

５．当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制 

（１）関係会社管理室を設置し、子会社の経営及び業績を管理するとともに、業務の

適正を確保する体制を構築する。 

（２）子会社の業務執行は、関係会社基本規約及び各社における社内規程に従うもの

とし、規約・規程については随時見直しを行う。 



（３）子会社の業績・予算管理を適正化するため、毎月関係会社検討委員会を開催し

て中期経営計画及び年次予算計画に基づき子会社全体の業績・予算管理を実施し、

重要な子会社との間では、さらに関係会社会議を毎週実施する。 

（４）内部監査室は、必要と認めるときは、子会社の業務に関する内部監査について

監査を実施することができる。 

 

６．子会社の取締役等の職務執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制 

（１）子会社の経営の自主性を尊重しつつ、関係会社基本規約により報告の手続、内

容を定め、報告事項に対し適切な指導・助言を行う。 

（２）毎月関係会社報告会を実施し、経営状況及び財務状況について報告を受け、子

会社業務の適正を確保する。 

 

７．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）関係会社基本規約に基づき、当社のリスク管理基本要領を子会社に周知・徹底

する。 

（２）全子会社から、コンプライアンス状況確認表等により毎週リスク管理状況の報

告を受ける。 

（３）重要な子会社は、リスク管理の基本方針を定める。 

（４）関係会社管理室は子会社から損失の危険に関する報告を受けた場合、事実関係

を調査の上、取締役会及び監査役会にこれを報告する。 

 

８．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）当社取締役会は、子会社を含めた中期経営計画及び中長期経営戦略等を策定し、

それに基づく主要経営目標の設定やその進捗について子会社と連携を図る。 

（２）子会社の決裁事項について、関係会社基本規約に事項別手続を定め、意思決定

の効率化を図る。 

 

９．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制 

（１）毎週コンプライアンス状況確認表により子会社の状況を確認し、必要に応じて

コンプライアンス委員会に報告する。 

（２）法令・定款違反等を未然に防止する体制として、当社の内部通報制度を共有す

る。また、法令・定款違反等に基づく懲戒処分の状況については報告を受ける。 

（３）当社の取締役及び監査役または使用人に子会社の監査役を兼務させ、子会社の

監査役と連携して取締役及び使用人の職務執行の適法性を監査する。 

 

１０．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

（１）補助使用人の配置  

取締役は、監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた

場合は、監査役と協議の上必要な組織改訂並びに人事異動を行う。 



（２）補助使用人の職務 

補助使用人は、監査役付の発令を受け、指揮命令に従い監査役業務の補助及

び監査役会運営の補助を行う。 

（３）補助使用人の独立性 

① 補助使用人は、監査役からの指揮命令の下で、取締役以下補助使用人の属す

る組織の上長等の指揮命令を受けない。 

② 業務遂行にあたっては監査上必要な情報全てを集約できるものとする。 

③ 補助使用人の人事異動(異動先を含む)･人事評価・懲戒処分について、監査役

の同意を要するものとする。 

 

１１．監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（１）指揮命令権 

監査役は、その職務を補助するために使用人に対し監査業務に必要な事項を

命令することが出来る。 

（２）協力体制 

当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先

して従事するものとする。また、兼務する他部署の上長及び取締役は、当該業

務の遂行にあたって要請があった場合は必要な支援を行う。 

 

１２．取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関す

る体制 

（１）取締役の報告義務 

取締役は、他の取締役または使用人の業務につき法令に違反する事実、会社

に著しく損害を与える恐れのある事実を発見したときは、監査役に対して当該

事実を速やかに報告しなければならない。 

（２）使用人の報告権  

使用人は、取締役または他の使用人の業務につき法令に違反する事実、会社

に著しく損害を与える恐れのある事実を発見したときは、監査役に対して当該

事実を報告することができる。 

（３）報告の方法 

報告の方法については、取締役と監査役会との協議により決定するものとす

る。 

（４）内部通報 

内部通報制度運用規程に基づき、内部通報受付機関は、監査役に対し、内部

通報状況を監査役に報告する。 

 

１３．子会社の取締役、会計参与、監査役、執行役、業務を執行する社員、法598条1項

の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から

報告を受けた者が監査役に報告をするための体制 

（１）子会社の取締役及び使用人は、子会社に著しい損害を及ぼす事実若しくはその

おそれのある事実又は子会社における法令、定款または社内規程に違反する重大



な事実等を発見した場合、直ちに当社の関係会社管理室に報告する。 

（２）子会社の取締役から報告を受けた事項について、当社の関係会社管理室が当社

の監査役に報告するべき事項は、当社の子会社担当役員と監査役との協議により

決定した事項とする。 

 

１４．報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを

確保するための体制 

（通報者の保護） 

監査役に対して前項の報告を行ったことを理由として、当該報告者は何ら不利益な

取扱いを受けないものとする。 

 

１５．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

（１）予算の提示 

監査役会は、職務上必要と認める費用について、予め予算を会社に提示する。 

（２）費用等の請求 

監査役等がその職務執行について、次に掲げる請求をしたときは、取締役は当該

請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務執行に必要でないことを証明した場

合を除き、これを拒むことができない。 

① 費用の前払いの請求 

② 支出をした費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求 

③ 負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合にあって

は、相当の担保の提供）の請求 

 

１６．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、内部監査室の実施する年次計画について事前に説明を受け、その修正等

を求めることができる。また、内部監査実施状況について適宜報告を受け、必要があ

ると認めるときは、追加監査の実施、業務改善策等を求めることができる。 

以上 


